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問題の六層構造
0   再エネの政策的位置づけ

我が国：電ガ部と省新部の政策の不統一。再エネ導入の国家戦略不在。
欧米：再エネ導入に関する国としての戦略に従い、各部署が統一的に行動。

１ 再エネ接続の次元・・・・・コネクト
我が国：送配電管理者に接続に伴うグリッド増強費用の制度的手当てなし。

送電契約後の硬直的な送電運用。
グリッドキャパシティ満杯で接続拒否可能。

欧州：送配電管理者の接続に伴うグリッド増強費用回収ル－ル。
送電管理者の幅広い運用の幅＋最小発電コスト化の原則。
グリッドキャパシティ満杯等で接続拒否禁止。

２ 送配電管理の次元・・・・・マネ－ジ
我が国：既存発電の送電拒否原則禁止。旧来発電側の出力抑制拒否姿勢。

電線区間・変電所毎に契約最大値が同時に重なった場合の評価。
グリッド維持費とは別に個別に託送料を徴収。

欧米：送電管理者の再給電指令等権限。旧来発電の既得権廃止。全発電平等原則。
物理原則による送電配分。
各時刻毎の実需要、実発電がグリッド全体として収まるか時刻毎に評価。
グリッドに収まらない時の再給電指令等の送電管理者の調整権限。
公共的グリッド維持費として一律公平に「グリッド使用料」を徴収。
（ドイツでは全て一般負担）



３ 配（集）電網拡充の次元・・・・・需要の少ない再エネ適地の資源活用
我が国：配電管理者に資源開発対応のためのグリッド増強投資の手当てなし。

増強経費は、都度個別にグリッド側が見積もり当該発電負担。
欧州：送配電管理者のエネルギ－資源収集のためのグリッド増強積極投資の

回収ル－ル。計画的な整備。
グリッド整備費としてKWH当たりグリッド使用料により広く公平に回収。
配電線・変電所の増強、変電所の双方向化の経費は、グリッド負担。

４ 広域融通による需給マッチングの次元・・・・・広域的な需給管理
我が国：需給計画は各電力毎に作成。広域機関はとりまとめのみ。

各社の営業域を越えて大需要地において常時国内資源を活用できる
体制となっていない。
日々の需給調整は基本的に各電力会社管内。

欧州：ＴＳＯの営業域を超えて広域の需給計画。調整力もＴＳＯを超えて融通。
再エネ産地から大需要地に常時エネルギ－を送るための広域需給管理

システムができている。ＥＮＴＳＯ－ｅなどの実効的な広域調整組織。
日々の需給調整もＴＳＯの領域を超えて広域に処理。

５ 広域融通によるエネルギ－資源有効活用の次元・・・・・積極的な未開資源開発
我が国：送電線の無い遠隔地の再エネ資源開発のスキ－ムがない。
欧州：ＥＵ、国家レベルの戦略に基づく、沖合の洋上風力などへＴＳＯが送電線

を設けるためのスキ－ムがある。



１．再エネの接続先・・・・・コネクトの改革

欧州では、（TSO、DSOに対して）・・・・電線は公道・・・・利用者全体で公共的負担
●接続に伴うグリッド増強の公共的な負担のル－ルがあるので ⇒
○再エネ接続点は、接続距離、接続電圧の点から再エネに最適な地点へ接続義務。
○グリッド側のキャパシティを増強しなければ接続できない時も接続拒否の禁止。
○グリッド側にキャパシティ増強義務。増強費用の負担義務。
○キャパシティ増強に係る負担は、全ての受益者が公平に負担。

我が国では、・・・・電線は私道・・・・・利用者全体の公共的負担ル－ルの欠如
●接続に伴うグリッド増強の公共的負担のル－ルがないために ⇒

○再エネ接続点は電力会社との交渉により、電力会社から指示。風力発電等は、
遠方の高圧変電所まで接続線を引き、高圧に昇圧して接続することをしばしば要求
される。（グリッド増強を要さない遠方の高圧の地点を接続点として指定）

○再エネ接続に伴う、グリッド側のキャパシティ増強経費は、電力が見積もり再エネ
側に請求。
○法律上、グリッド側のキャパシティ不足を接続拒否の理由とできる。

○大規模発電所等に接続される高圧送電線に係るグリッド増強経費は一般負担。
配電グリッドに接続される中小分散電源は発電側負担。（公平性の欠如）
○余剰電力を上位グリッドに上げるための変電所双方向化経費も再エネ負担
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○再エネ適地は、過疎
地域が多く、電線等の
キャパシティが小さいた
めに、入り口が小さ過ぎ
て上位系統に上げること
ができない。
⇒配電キャパシティ増強



優先接続 第５条 ・グリッドの管理者（送電、配電ともに）は、
「直ちに、かつ、優先的に」再エネ発電施設
をグリッドの電圧及び最短直線距離の観点
から最適な点において接続しなければなら
ない。

・接続義務は、グリッドの最適化、増強、拡
張が不可欠の場合にも適用される。

優先送配電 第８条 グリッド管理者は、「直ちに、かつ、優先的
に」、再エネから利用可能な電力の全てを、
購入、送電、配電しなければならない。

優先給電 第１１条 他の発電施設が接続されている限り、再生
エネに優先順位が与えられる。

系統増強義務 第９条 グリッドの管理者（間接的に関係する上位
系統運営者も含む。）には系統増強義務が
課されている。

グリッド管理者の系統増強コスト負担義務
第１４条

グリッドの管理者は、グリッドシステムを最
適化、増強、拡大するコストを負担しなけれ
ばならない。

ドイツＥＥＧの規定

条文は２０１２年改正ＥＥＧ、２０１４年改正ＥＥＧにおいても同様の規定。
第５条（２０１２）→第８条（２０１４），第８条（２０１２）→第１１条（２０１４），第９条（２０１２）→第１２条（２０１４），
第１１条（２０１２）→第１４条（２０１４），第１４条（２０１２）→第１７条（２０１４）
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改善案
（１）グリッドキャパシティ増強経費の手当
公道のようにグリッド利用者全体で公平に負担するル－ルの確立。
再エネの接続のために必要なグリッドキャパシティの増強経費は、グリッドカンパニ－
のグリッドタリフの根拠として参入することを認める。

（２）再エネの最適点接続義務
再エネをグリッドの電圧及び最短直線距離の観点から最適な点において接続する義務

（３）再エネのグリッドキャパシティ不足を理由とする接続拒否の禁止
再エネの接続に当たっては、
①グリッドキャパシティ管理の合理化
②上位系統へのバンク逆潮
③他社との広域融通
④グリッドキャパシティの増加
⑤他発電所の給電指令の調整

の順に検討・対応し、グリッド・キャパシティ不足を持って接続拒否はしてはならない。



２．送配電線の効率的な利用・・・マネ－ジの改革
・・・・フロ－ベ－スの送配電容量割当
我が国では、・・・・古典的な帳簿管理・・・・送電契約後の送電拒否原則禁止。
○旧来発電の既得権の温存。
○送電契約の硬直性から来るＴＳＯの再給電指令等の自由度の欠如。
○送配電容量が直ぐに満杯になり、再エネ接続ができない。

⇒送配電容量の計算は、契約値上限等の単純な足し算によるため、直ぐに満杯とな
る。
○実利用しなくとも契約上の送配電容量占有が行われている。（空抑え）

欧米では、・・・・リアルタイムの潮流計算
○旧来発電の既得権廃止。物理的潮流ベ－スの配分の原則。
○ＴＳＯに再給電指令の権限等。

○送配電線の容量の割り当ては、時刻毎に計算される実潮流の積み上げに
より行われるので、ほとんどの場所・時間帯で必要容量は確保される。

○容量充足状態は、需給に応じて毎日時刻別に計算。（予め公表することは
不可。）

⇒毎日、前日市場閉鎖後にその時点での空き容量を公表、当日市場の運営
中は、取引の成立の都度空きキャパシテイ情報を修正。

○実潮流が流れない送配電容量の空抑えは禁止され、未利用容量再配分
を義務付け。（インバランス・ペナルティの対象） 8



我が国は、送電線が満杯で再エネは接続できない

欧米では、我が国とは異なる合理的な送電管理が行われ
ているために、相当量の再エネを接続しても送電線は満
杯とはならない。

実は、米国では２０年前、欧州でも１０年前には、抜本的な送電容
量管理の改革が行われている。

「契約ベ－ス」の送電容量管理

「実潮流ベ－ス（フロ－ベ－ス）」の送電管理

先進国で相変わらず旧態依然たる契約べ－スの送電容量管理を行っているのは我が国
のみ。このままでは、我が国の関係産業は各国の電力イノベ－ションの波から脱落する



Ａ Ｂ

人為的に設定した契約上のル－トを電力が
流れると仮定して容量割当て

The fictional contract path 
approach would not work 
in theory!

契約１００ＭＷ

４０ＭＷ

１５ＭＷ

３５ＭＷ

Ａ Ｂ

contract path

実際の電力は、あらゆる可能なル－ト
に配分されて流れる

flow base 

米国で２０年前に行われた改革 その①

米国ハ－バ－ド大Ｈｏｇａｎ： １９９６年

契約上の送電ル－ト 実際の潮流 ＩＮ，ＯＵＴの予約

＊実際の潮流は契約上人為的に規
定した送電ル－トのみに流れるわけ
ではない。

改革①

ル－トを一つ人為的に指定した送電
容量管理は止めて、物理法則に沿っ
た合理的な管理に変更

容量１００ＭＷ
形式上

空き容量
ゼロ

実際は、
空き容量
６０％

容量１００ＭＷ



米国で２０年前に行われた改革 その②

＊全ての発電が同時に最大出力になるわけではない。

時間区分毎の実潮流合計 ≠ 各電源の最大出力の合計

従来は、各発電の計
画ピ－クの足し算→ピ

－クの足し算なので直
ぐに満杯

実際には、各発電の年間ピ－
クが重なる確率は、極めて小
さく、また、年間ピ－クとなる
のも数時間だけ。

改革②
契約出力ピ－クのスタティックな机上の足し算ではなく、

時刻毎にリアルタイムで実際に流れる電力、リアルタイムの需要予測・発電
予測に基づくダイナミックな送電容量管理に変更
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Hogan等：
○実潮流では、グリッドに接続されるあらゆる送受電は相互に影響を与え合うので、ど
のような送電断面であれ利用可能な送電容量を把握するためにはグリッド全体で起こっ
ている全てのことを把握する必要があり、個別の送電線を切り出して見ても送電キャパ
シテイは把握できない。

⇒システム全体の全ての潮流を同時に特定しない限り将来の如何なる瞬間の実際の容
量を議論することはできない。
⇒区間を区分して容量を議論することはできない。
⇒このような基礎的かつ物理的な事実から逃れることは出来ず、「Contract Path」
に基づき送電容量を定めようとしても行き詰るだけ。

実潮流
①発電 Ａ→Ｂ ６０ＫＷ
②発電 Ａ→Ｂ ４０ＫＷ
③需要 Ｂ→Ｃ ３０ＫＷ
④発電 Ｃ→Ｂ ２０ＫＷ
Ｃ→Ｂの容量に１０ＫＷの余裕

単純足し算の容量計算
①発電 Ａ→Ｂ ６０ＫＷ
②発電 Ａ→Ｂ ４０ＫＷ
容量満杯

Ａ
容量１００ＭＷ

ＢＣ

米国で２０年前に行われた改革 その③

＊特定の区間だけ切り出して議論し
ても意味がない。

改革③
グリッド全体で一挙に容量計算
を行うことに変更



欧米におけるグリッド容量管理の基本
●IN（発電）またはOUT（需要）の地点、時間・期間、量をグリッド容量を評価する一
定の期間の分を全て揃える。

●これらを同時に入力し、実潮流の送配電シミュレ－ションを実施し、「Ｎ－１ル－
ル」の条件の下で、全てのIN、OUTが送電容量に収まるかどうかを時刻毎にリアル
タイムで判定する。
●収まる場合には、入力されたIN（発電）またはOUT（需要）は、容量内にあるという
ことで、その結果として送電割当が決まる。
注）N-1ル－ル：送電線が1ル－ト使えなくなっても迂回ル－トで送電に支障が生じないように容量の余裕
を持たせる。

●収まらない場合は、一部再給電指令（re-dispatch）により調整

ＩＮ①

ＩＮ②

ＩＮ③

ＯＵＴ④

ＯＵＴ⑤

ＯＵＴ⑥

地点 0-1 1-2 2-3 4-5 ・・ 21-
22

22-
23

23-
24

IN ① 0 0 0 ○MW 0 0 0

IN ② 0 0 ●MW ●MW ●MW ●MW 0

IN ③ △MW △MW △MW △MW △MW △MW △MW

OUT ④ ◆MW ◆MW ◆MW ◆MW ◆MW ◆MW ◆MW

OUT ⑤ ▲MW ▲MW ▲MW ▲MW ▲MW ▲MW ▲MW

OUT ⑥ □MW □MW □MW □MW □MW □MW □MW13

米国で考案されたのが、Point-to-Pointの考え方
Point-to-Pointの考え方とは何かというと、



米国の場合：ノ－ダル・プライシング
・米国では電力市場価格は，送電グリッドの結節点（ノ－ド）毎に定められる。
・NYISO（関電と同規模）の場合，３５０ノ－ド。

・NYISO，CAISOの再生可能エネルギ－出力抑制：グリッドキャパシティの小さいノ－ドでは，

再生可能エネルギ－の発電量の増加に伴い，マイナス価格となる。積極的に出力抑制行う
必要はないという見解。

ただし、ＲＰＳのクレジット（ＲＥＣ）の価格と市場電力価格の合計がマイナスにならない限
り，発電側が系統から自ら離れることはない。

米国ハ－バ－ド大Ｈｏｇａｎ： １９９６年



ノ－ダルプライシングの場合：ＦＴＲによりノ－ド価格差の調整

ＰＪＭの場合は、旧来発電の送電既得権の解消の激変緩和策としてＦＴＲを発電に帰属さ
せているようである。

米国ハ－バ－ド大Ｈｏｇａｎ： １９９６年



改善案

（１）旧来発電の既得権の廃止。（ノ－ダルプライシングを行う場合
は、ＦＴＲを用いた激変緩和を行うことも考えられる。）

（２）送電契約を柔軟化し、送配電事業者に公平な再給電指令（re-
dispatch）等の調整権限を付与。

（３）我が国においても他の先進国同様に「Ｐｏｉｎｔ ｔｏ Ｐｏｉｎｔ」の送
配電キャパシティ管理を導入。

（４）キャパシティの計算は、全て、実潮流ベ－ス、リアルタイムで行
うようにすべき。

（５）システム改善の経費の手当を送配電料金に組み込み手当て。



FERC's Fifteen Proposed Principles
A capacity reservation tariff might have terms and conditions very much like those for point-to-

point service in the Final Rule tariff. These would need to be modified to accommodate former 
network service customers. It is premature to specify detailed terms and conditions of capacity 
reservation service in advance of the comments and technical conference. However, we propose 
certain general capacity reservation tariff principles for comment.

1. Purpose of reservation service
（略）
2. Basic service concept
All firm transmission service would be reserved, and all reserved service would be firm
service. Reservations of transmission capacity should permit the customer to receive up to a 

specific amount of power into the grid at specified [Points of Receipt] and to deliver up to a specific 
amount of power from the grid at specified [Points Of Delivery], on a firm basis. Individual PORs 
and PODs need not be "paired" with each other. The customer's capacity reservation would be the 
higher of either (1) the sum of the reservations at all PORs or (2) the sum of the reservations at all 
PODs. All nominations for a capacity reservation would be evaluated using the same standard; for 
example, the utility could apply a feasibility criterion that states that the grid must be able to 
accommodate the scheduled use of all capacity reservations simultaneously.

3.以下略

参考 １
米国連邦規制当局:1996年に「15Proposed Principles for Capacity Reservation 

Tariffs 」(RM96-11-000, Washington DC, April 24, 1996, extract of pp. 20-25.)を定めて
いる。２.に「全てのPORsとPODsに基づき、同時にグリッドに収まるか計算する」という
「Point-to-Pointの考え方」を明示。
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参考２ EUの送電キャパシティの配分と混雑管理の原則
●送電混雑は市場参加者個々の契約の選択を含まない方法で解決しなければならない。
●使われていない送電キャパシティは市場に戻さなければならない。

2009ＥＵ規則714 Article14
General principles of capacity allocation and congestion management
1. Network congestion problems shall be addressed with non-discriminatory marketbased
solutions which give efficient economic signals to the market participants and transmission 
system operators involved. Network congestion problems shall preferentially be solved 
with non-transaction based methods, i.e. methods that do not involve a selection between 
the contracts of individual market participants. 
・・・・the transmission system operator shall take into account the effect of those measures 
on neighbouring control areas and coordinate such measures with other affected 
transmission system operators as provided for in Regulation.
8. Market participants shall inform the transmission system operators concerned a
reasonable time in advance of the relevant operational period whether they intend to
use allocated capacity. Any allocated capacity that will not be used shall be reattributed to 
the market, in an open, transparent and non-discriminatory manner.



３．配（集）電線増強の次元
・・・・・配電線から集電網への改革

欧州では、（TSO、DSOに対して）・・・・公道整備はみんなで負担

●欧州では、グリッド管理者が再エネ等の将来の増加を見越して計画的にグリッド
増強投資ができるよう制度的に担保⇒
○再エネ増強とペ－スを合わせた計画的・先取り的なグリッド増強・最適化。
○グリッド側にキャパシティ増強義務。増強費用の負担義務。
○キャパシティ増強に係る負担は、公平にグリッドタリフとして徴収。
多くの国で１００％最終受益者としての需要側負担

我が国では、・・・・私道の拡張の論理

●我が国には、第三者による資源開発対応のためのグリッド増強投資のための制
度的手当てが無い⇒

○再エネ接続の都度、当該グリッド側のキャパシティ増強経費は、電力が見積もり
当該再エネ側に請求。

○大規模発電所等の接続される高圧送電線に係るグリッド増強経費は一般負担。
配電グリッドに接続される中小分散電源は発電側負担。・・・公平性のない政策
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優先接続 第５条 ・グリッドの管理者（送電、配電ともに）は、
「直ちに、かつ、優先的に」再エネ発電施設
をグリッドの電圧及び最短直線距離の観点
から最適な点において接続しなければなら
ない。

・接続義務は、グリッドの最適化、増強、拡
張が不可欠の場合にも適用される。

優先送配電 第８条 グリッド管理者は、「直ちに、かつ、優先的
に」、再エネから利用可能な電力の全てを、
購入、送電、配電しなければならない。

優先給電 第１１条 他の発電施設が接続されている限り、再生
エネに優先順位が与えられる。

系統増強義務 第９条 グリッドの管理者（間接的に関係する上位
系統運営者も含む。）には系統増強義務が
課されている。

グリッド管理者の系統増強コスト負担義務
第１４条

グリッドの管理者は、グリッドシステムを最
適化、増強、拡大するコストを負担しなけれ
ばならない。

ドイツＥＥＧの規定

条文は２０１２年改正ＥＥＧ、２０１４年改正ＥＥＧにおいても同様の規定。
第５条（２０１２）→第８条（２０１４），第８条（２０１２）→第１１条（２０１４），第９条（２０１２）→第１２条（２０１４），
第１１条（２０１２）→第１４条（２０１４），第１４条（２０１２）→第１７条（２０１４）
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キャパシティ増強経費
はEF（再エネ拡大係数）

としてグリッドタリフの規
制式に組み込まれてい
る。



○TSOの収入はＴＳＯタリフより

・ＴＳＯタリフは「発電側ではなく需
要側に課す」のが欧州では基本

・ＴＳＯタリフ：平均１．２円／kwh
(2015年)

・利用ＫＷＨ単位の負担が基本

Entso-e 報告 22



改善案

（１）我が国においても、グリッド管理者が配点網⇒配集電網への
転換が、計画的に行えるよう、計画的なグリッド増強・最適化投資
ができるよう送配電料金システムで手当てする必要がある。

（２）我が国においても他の先進国同様に送配電キャパシテイの増
強義務を設け、再エネの増加とグリッドの増強のペ－スのマッチン
グを図る必要がある。

（３）送配電料金は、KWH単位で受益者の公平な負担



４．広域融通による需給マッチングの次元

欧州では、・・・・ネットワ－ク全体として広域対応
●ENTSO-eを法的に位置づけ、ＴＳＯ間の連携を確保⇒
○再エネの変動に伴う日々の需給調整をＴＳＯのエリアを超えて広域で実施。

ＴＳＯ間の連携も含め、国全域で実潮流の送電計算を行う。
○国の枠を超えて広域で需給調整を実施。

欧州全域で同時に実潮流の送電計算を行い、広域の送電管理を実施。
○ＴＳＯ間の調整⇒再給電指令⇒出力抑制（５％以内、補償）
○ＴＳＯ間、国際間の送電管理のために必要な技術的事項をENTSO-eで協議
○ＴＳＯが連携して広域の送電増強計画の策定

我が国では、・・・・各社ごとの対応
●送電管理者間の連携組織が十分に発達していないので⇒
○基本的には、各電力会社管内で日々の需給計画作成・需給調整が行われている。

会社間連携線は、緊急時の相互融通と他管内立地自社発電施設の送電に利用。
間接オ－クションの導入により、会社間は一部改善。
計画的に地方電力管内の再エネ資源を大需要地で利用する体制となっていない。

○各電力会社の管内においても、管内全体で必ずしも十分に需給調整が行われてい
ない場合がある。余剰電力をバンク逆潮により上位系統に上げて管内の大需要地
に送電し、全体で需給調整する体制が必ずしも十分に構築されていない。
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○欧州は、国際間の連携ができるから有利との議論があるが、我が国の電力会社は、

東電はスペイン、北海道電力はデンマ－クと類似の規模で、我が国全体としてミニ欧
州程度の規模。



ドイツでは、ＴＳＯの枠を超えて、北部の北海・バルト海沿岸の風力資源を中・西部
の大需要地帯で活用。



北海道 東北 関東 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄 合計

環②陸風万kw 13217 7188 404 793 481 1284 920 484 2058 545 27374
環②陸風万kwh 23156184 12593376 707808 1389336 842712 2249568 1611840 847968 3605616 954840 47959248
電力需要万kwh 2859208 7505708 24707519 12196694 2751792 12751616 5671884 2575460 7920966 764867 79705714
陸風/需要 8.098811 1.67784 0.028647 0.113911 0.306241 0.176414 0.284181 0.329249 0.455199 1.248374 0.601704
電力シェア 3.587206 9.416775 30.99843 15.30216 3.45244 15.99837 7.116032 3.231211 9.937764 0.959614 100

陸上風力のポテンシャル(環境省シナリオ２)と各社の電力需要

注）風力発電量は利用率を一律２０％と仮定して算出
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○我が国では、再エネ適地と大
需要地を結ぶことを考えていな
い

・仮に地産地消型で風力適地の
東北・北海道の全ての電力需
要を風力で賄ったとしても、再エ
ネ導入率寄与は全国の１３％に
しかならない。

・電力需要の６０％以上を占め
る中央三社に再エネ電力を大
量に送らない限り、欧州並み再
エネ比率の達成は無理。



DIRECTIVE 2009/72/EC 
Article 22
Network development and powers to make investment decisions
1. Every year, transmission system operators shall submit to the regulatory authority a ten-

year network development plan based on existing and forecast supply and demand after 
having consulted all the relevant stakeholders. That network development plan shall 
contain efficient measures in order to guarantee the adequacy of the system and the 
security of supply.

3. When elaborating the ten-year network development plan, the transmission system 
operator shall make reasonable assumptions about the evolution of the generation, 
supply, energy storage, consumption and exchanges with other countries, taking into 
account investment plans for regional and Union-wide networks. 

8. Where the regulatory authority has made use of its powers under the first subparagraph
of paragraph 7, the relevant tariff regulations shall cover the costs of the investments in 

question.

グリッドキャパシティ増強に際しての広域的検討義務
●１０年計画では、隣接国との連携、新たな投資計画を考慮する。2016改定で、蓄エネ、
エネルギ－ユニオンレベルの考慮を追加。
●最終的にはグリッド投資コストを関係タリフで手当て。



Order No．890   （2007年）
・新規参入者，州政府等も含む全ての関係者に送電計画策定プロセ
ス，関係情報をオ－プン。関係者全員の参加の下に計画策定。

Order No．1000  （2011年）
・州を越えた広域の送電計画の策定義務。費用負担、連邦タリフの
計画も含む。

ＯｒｄｅｒＮｏ．８９０の趣旨に沿って新規参入者等も含み策定。

・ＮＹＩＳＯ：州際の市場取引がある卸売市場の場合には、州内の
送電線のみの計画であってもOrderNo.1000の対象となる。完全に独
立しているのはテキサスのみ。

米国の計画的なグリッド増強
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●ＴＳＯは、隣接のＴＳＯとの協力・連携の義務
Directive2009/72/EC Article 40  Tasks of transmission system operators
1. Each transmission system operator shall be responsible for: 

(a) ensuring the long-term ability of the system to meet reasonable demands for the 
transmission of electricity, operating, maintaining and developing under economic 
conditions secure, reliable and efficient transmission systems with due regard to the 
environment , in close cooperation with neighbouring transmission system operators 
and distribution system operators and transparency ; 
(b)(c)略
(d) managing electricity flows on the system, taking into account exchanges with other 
interconnected systems. 
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Euphemia

Source: EUPHEMIA description and functioning, January 2016

欧州広域の連系計算アルゴリズム
○TSO管内で計算⇒Bidding area 内TSOの連携

⇒Bidding area 間の連携
○Pan-Europeanで実潮流ベ－スの
Point to Point の送電計算
○全欧州からの市場調達
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欧州２３か国で同時に
送電計算が行われる。



Ｅｎｔｓｏ－ｅの設置

2009ＥＵ規則714 （2016年改正）
Article 25 European network of transmission system operators for electricity
1. Transmission system operators shall cooperate at Union level through the ENTSO for 
Electricity, in order to promote the completion and functioning of the internal market in 
electricity and cross-border trade and to ensure the optimal management, coordinated 
operation and sound technical evolution of the European electricity transmission 
network. 
Article 26 Establishment of the ENTSO for Electricity 
Article 27 Tasks of the ENTSO for Electricity 
1. The ENTSO for Electricity may shall have the following tasks : 
(a)略(b) to adopt a non-binding Union-wide ten-year network development plan, every 
two years; 

●ＥＵ内のＴＳＯの連合組織としてＥｎｔｓｏ－ｅの設立
●ＴＳＯ間のやり取り、共通の技術的細則、ＥＵ全体のグリッド増強１０年計画

32



出力抑制の原則
●カ－テイルメントは補償されなければならない。
2009ＥＵ規則714 Article14
General principles of capacity allocation and congestion management
2. Transaction curtailment procedures shall only be used in emergency situations where
the transmission system operator must act in an expeditious manner and redispatching
or countertrading is not possible. Any such procedure shall be applied in a non-
discriminatory manner. Except in cases of force majeure, market participants who have 
been allocated capacity shall be compensated for any curtailment.
DIRECTIVE 2009/28/EC 
１６条 グリッドへのアクセス及びグリッドの運営

⑤再生可能エネルギ－の出力抑制を最小化させる義務

ＴＳＯ、ＤＳＯの出力抑制、リディスパッチの原則
●出力抑制は、緊急時かつ再給電指令等が困難な場合のみ許容される。
●出力抑制・リディスパッチを最小限とし、再エネ等のキャパシティの５％を超えてはならない。
●出力抑制・リディスパッチが最小限になるように送配電管理しなければならない。
●出力抑制、リディスパッチは補償されなければならない。

2009ＥＵ規則714 Regulation Article 12 2016年改訂
Redispatching and curtailment
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改善案
（１）我が国においても、日々、各時間の需給調整は、各電力会社
のエリアを超えて実潮流ベ－スで広域的に行われるようにする。

（２）出力抑制は、広域調整、再給電指令を行ってもなお必要なとき
にのみ、緊急的に行うようにする。出力抑制の上限設定、補償の
規定を設ける。

（３）各送配電会社間の連携のための組織を強化する。

（４）我が国においても国内全体で、少なくとも東日本、西日本全体
で需給調整を図るように、需給計画、送電計画の策定に当たって、
①各電力会社間のエリアを超えて広域的に国内電力資源の有効
利用を図る計画を策定
②各電力会社管内の需給計画は、①と広域的な需給調整を前提
として策定するようにする。

（５）第三者による新規の発電所立地計画が、需給計画、送電計画
に反映されるよう、計画策定に当たって幅広いステ－クホルダ－の
参加を求める。
（６）各社の送電計画の達成の経費をグリッドタリフで手当する。



５．広域融通によるエネルギ－資源有効活用の次元
・・・積極的な未開発資源の開発

欧州では、・・・・安全保障等の観点から戦略的に確保
●積極的な再エネ資源開発のためのEU、国のレベルの制度がある⇒
○再エネ資源の適地の積極的開発

・ドイツ：北海、バルト海の洋上風力適地からドイツ中南部の需要地への送電
○僻地に立地する新たな再エネ資源を需要地と接続する送電線⇒

基本的にはＴＳＯに整備義務。
EUや国のレベルで計画的に送電線整備推進。
整備コストはグリッドタリフで考慮。

我が国では、・・・・全国戦略なし
●我が国には、送電線の無い遠隔地における再エネ資源開発のスキ－ムがない⇒

○かつて水力発電は貴重な国産資源として国は計画的に開発。近年の再エネに関し
ては、国産資源として積極的・計画的に開発しようとする姿勢が見られない
○僻地に立地する新たな再エネ資源を需要地と接続する送電線⇒

・電力会社の水力・地熱発電の類の接続は、総括原価に含め一般負担
・風力・太陽光発電は、発電側に負担させようとする⇒計画断念
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北海・バルト海の洋上風力資源の活用のための接続超高圧送電線整備



ENTSO-eの１０年計画にPCIプロジェクトとして位置づ
け、積極的に推進

REGULATION (EU) No 347/2013 
CHAPTER II 
PROJECTS OF COMMON INTEREST 



改善案

（１）各電力会社間のエリアを超えて広域的な国内再エネ電力資源
の開発を図るための政策を整える。

（２）第三者による新規の発電所立地計画が、需給計画、送電計画
に反映されるよう、計画策定に当たって幅広いステ－クホルダ－の
参加を求める。

（３）各社の未利用再エネ資源開発に係る送電計画の達成の経費
をグリッドタリフで手当する

（４）洋上風力等の新たな資源開発のための送電線整備は、国が
積極的に支援する。



まとめ
１ 再エネ接続の次元

（１）再グリッドキャパシティ増強経費の手当
（２）エネの最適点接続義務
（３）再エネのグリッドキャパシティ不足を理由とする接続拒否の禁止

２ 送配電管理の次元
（１）旧来発電の既得権の廃止
（２）送電事業者に公平な再給電指令の権限
（３）「Ｐｏｉｎｔ ｔｏ Ｐｏｉｎｔ」の送配電キャパシティ管理を導入すべき
（４）キャパシティの計算は、全て、実潮流ベ－ス、リアルタイムで
（５）システム改善の経費の手当を送配電料金に組み込み手当て

３ 配電線増強の次元
（１）グリッド投資経費を送配電料金に組み込み、集電網への計画的なグリッド投資を図る
（２）送配電キャパシテイの増強義務を設ける
（３）送配電料金は、KWH単位で公平な負担

４ 広域融通による需給マッチングの次元
（１）日々の需給調整は、各電力会社エリアを超えて実潮流ベ－スで広域的に
（２）出力抑制は、広域調整、再給電指令の後、緊急的に行う
（３）送電会社間の連携組織の強化
（４）広域的に電力資源を活用する電力会社エリアを超えた広域需給・調整計画
（５）需給計画・送電計画策定への幅広い関係者の関与
（６）各社の送電計画をグリッドタリフで担保



５ 広域融通によるエネルギ－資源有効活用の次元

（１）広域的な国内再エネ等資源開発のための政策
（２）計画策定に当たって幅広いステ－クホルダ－の参加
（３）各社の送電計画の達成の経費をグリッドタリフで手当
（４）洋上風力等の新たな資源開発のための送電線整備は、国が積極的に支援

最後に蛇足・・・・・ 一般送配電事業者と今後とも意見交換して行く場があると良いですね



御静聴ありがとうございました。
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